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研究成果の概要（和文）：人間の知的活動を内包した“ものづくり”というシステムを情報モデ
ルとして記述するための基本となる枠組みを提案し、産業応用の視点から具体的なツールや方
法論を示した。また、知識が自律分散的に自己変容することを前提とした情報システムに関す
るマネジメントについての実証的な研究成果を示すとともに、今後の研究へ向けての学問的な
課題を明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）：This research proposes a fundamental framework of production 
management information modeling, in which knowledge creation activities revise a system 
and system's boundaries.  The  outcomes  include  tools  and  methods  for 
illustrating and investigating target systems in enterprises, clarifying some issues of 
this emerging problem within academic perspectives. 
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１．研究開始当初の背景 
 製造業における製造の現場は、生産工学や
品質工学等によって、品質、コスト、納期の
管理が行われてきた。一方、製造の現場では、
独自の創意工夫や改善活動により、自律的な
取り組みを奨励し、これが競争力向上に大き
く寄与してきた。しかし、昨今の IT（情報技
術）の適用において、こうした独自の改善活
動が、グローバル標準に対応したシステム化
と対立し、逆に IT 化が遅れているといった
現状がある。これまでの情報モデルの表現力
が未熟であるため、自律分散型のこうした活
動に適用しづらかった。 
 
２．研究の目的 
本研究は、企業などの組織が行うモノづく
りを知識創造という視点からとらえ、従来の
制御理論やシステム工学にはない、新しい工
学の基礎的知見を得るとともに、応用面から、
こうした自己創発型システムのためのツー
ルの基本要件を議論することを目的とする。 
（１）制御理論の再定義 
 信号あるいは数量のみで制御される物理
的な制御系と、人間の意思決定が介在するシ
ステムとのモデル上の相違点を明らかにし、
システムの構成要素そのものが変更される
システムについてのモデリング手法を検討
する。 
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（２）オントロジーと意味論 
 あらかじめ意味を合意していない２者が、
新しい対象の意味情報を合意するためのし
くみとして、オントロジーを利用するメカニ
ズムを明らかにし、それを利用した情報連携
方法を示す。 
（３）システム開発方法論 
 設計図あるいは仕様書を作らずに、あたら
しいシステムを自ら作り上げるための方法
論として、日本の現場改善の手法を取り入れ
た手法を示し、その効果を実際の企業の開発
現場において実証する 
 
３．研究の方法 
 本研究の実施方法としては、大きく①実験
システムによる適用研究、②モデリングに関
する理論研究、そして③実際の企業の問題へ
の適用をベースとして実証研究に３つに分
類できる。 
（１） 実験システムによる仮説検証 
 本研究の目的の中で、制御理論の再定義に
ついては、主に研究室内での実験システムを
構築し、仮説検証を行う方法をとった。具体
的には、3軸ロボットによる単純動作を行な
うプログラムおよび動作系を構築し、あらか
じめ予想しない事象が発生した場合に、制御
システムと作業指示者とからなる全体のシ
ステムの振る舞いを情報モデルとして表す
検討を行った。想定された選択肢や想定され
た範囲におけるばらつきに対応するための
フレキシビリティとは異なり、想定しない状
況への対応を人間による知識追加で対応す
る場合のしくみをモデルとして定義し、その
有効性を検証した。 
（２） 情報モデリング理論の構築 
 マネジメントシステムのように、対象モデ
ルの内部にさまざまな人間的な要素を含む
場合、言い換えれば、モデルの内部に意思決
定主体を含む場合には、従来のモデリングの
枠組みを超えた概念や手法が要求される。本
研究では、特に、複数の意思決定主体間で情
報を交換する際に、その情報の意味をどのよ
うにして規定するかに着目した研究を進め
た。 
 あらかじめ情報交換する二者が明らかで
あり、そこで情報交換する際の情報の内容に
ついての意味的な合意が得られている状況
では、毎回交換される情報の解釈において齟
齬が生じることはない。しかし、そこに新た
に第三者が参加する場合や、新たな意味情報
が付加される場合などは、その意味の定義に
ついてのオントロジーレベルの検討が行わ
れる。 
（３） 企業事例を用いた実証実験 
 エンタープライズモデル（企業モデル）あ
るいは企業における生産管理などの業務モ
デルは、本研究が想定しているオートポイエ
シス（自己変容）型のシステムの例といえる。
そこで、こうした企業システムを対象として、
その自律分散型、自己変容型の情報システム
のモデルを定義し、また、各意思決定主体間
での情報連携の在り方について、いくつかの
企業を実証研究の対象として設定し、具体的
な手法やツールに関する実証研究を行った。 
 
４．研究成果 
 以下、各サブテーマに従って、実施内容、
成果、そして今後の課題をまとめる。 
（１）制御理論の再定義 
制御理論の再定義については、人間機械系
による知識創造型のモデルについての仮説
のもとでの実証実験が完了し、その成果を
〔学会発表⑧〕として発表した。また、従来
の FA 技術と管理技術を統合するための情報
連携のためのソフトウェアを開発し、〔学会
発表⑦〕として発表した。ただし、理論的な
枠組みの整理や既存の制御理論との対比に
は至っていない。 
制御理論については、人間機械系の新しい
概念のもとで仮説検証を行った点で目標ど
おりといえる。ただし、理論的な枠組みの提
示や再構成には至っていない点は課題とし
て残った。今後の取り組みに関する確実な糸
口を掴むことができた。 
制御理論モデルとしての新規性の中に、リ
アルタイムという概念の扱いと、信号と指示
の区別が挙げられる。まず、リアルタイム性
の定義について、情報を状態と事象に分け、
意思決定主体が意思決定を行なう時点と、そ
こで利用される情報に含まれる事象あるい
は状態に付随する時点との関係をモデル化
した。また、物理的な状態変化に起因する信
号情報と、意思決定者のなんらかの意図を表
現した指示情報との区別をモデル上で明確
にし、それらを用いたモデルの表現上の規約
や文法などを議論した。 
（２）オントロジーと意味論 
オントロジーと意味論に関して、情報連携
におけるオントロジーの利用方法を論文④
としてまとめた。また、オントロジーを活用
したシステム間の情報連携のためのプラッ
トフォームの要素技術を〔雑誌論文⑤〕とし
て公開し、それをもとに開発したソフトウェ
アの実証実験の結果を書籍〔図書②〕にまと
めた。 
オントロジーを利用したシステム拡張の
方式について、当初の計画どおりの成果を収
めることができた。これは、形式的に表現で
きない知識を扱うための手がかりとして今
後も有効な理論となる。また、具体的な実証
実験によってその内容の有効性を示せた点
は、当初の計画以上の進展であった。 
 知識工学の研究において、オントロジーの
研究がいくつかの異なる解釈のもので進め
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られている。本研究は、他の多くの研究アプ
ローチと異なり、オントロジーをより根源的
な意味理解のプロセスに限定して用いた。つ
まり、意味のある対象はすべてオントロジー
ではなく、意味の根源として言語と意味（実
体）とを結ぶ機構としてオントロジーをと絶
えた。また、同時に、従来の UML 等を用いた
オブジェクト指向モデリングとも異なる新
しいモデリングの枠組みを示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 情報モデルの概念図 
 
図１は、エンタープライズモデルから見た場
合には微視的なモデルとなる。意思決定者が
他者に情報を伝えるためにメッセージを構
成する際の情報モデル基本構造となる。ここ
で注目すべき点は、この情報モデルを用いて
異なる部署間で情報交換を行っているその
部署、あるいはその業務は、業務オブジェク
トモデル、あるいは業務アクティビティモデ
ルとして自己参照、自己定義している点であ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 業務オブジェクトモデル 
 
（３）システム開発方法論 
システム開発方法論としては、コンセプト
として現場主導のシステム開発の基本概念
を論文〔雑誌論文⑥〕にまとめ、その具体的
な方法論を論文〔雑誌論文⑦〕に示した。ま
た、知識創造に主眼を置いた企業情報管理に
ついて書籍〔図書①〕としてまとめ、さらに
マネジメントの側面から論文〔雑誌論文②お
よび③〕を示した。さらに、中小製造業での
適用事例をもとに、今後の取り組むべき課題
とともに論文〔雑誌論文①〕をまとめた。 
これらのベースとなっている生産システ
ムマネジメントの基本概念の構造は図３に
示すように、階層化のレベルを明確に示した
ものとなっている。自律分散型のシステムを
エンタープライズモデルとしてとらえた場
合に、こうした階層化の概念が不可欠となり、
さらにこれを、業務オブジェクトの側面と、
業務アクティビティの側面に分けて定義し
た。また、企業内の異なる業務間で情報連携
を行なうにあたって、送受信するメッセージ
の設計方法を図４に示す構成とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 開発のための基本構造 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ メッセージ拡張のためのしくみ 
 
 実証実験は、中小部品加工製造業２社、大
手部品製造業１社に対して実施した。業務シ
ステムおよび情報システムの現状と本来あ
るべき姿のギャップからシステムの基本設
計を行なうのではなく、現状の業務のしくみ
と情報システムを、情報連携を個々に行って
いくことを通して、徐々に改善していくアプ
ローチをとり、6 か月から１年程度の期間を
かけて実証実験を行った。 
進化型のシステム開発方法論として発表
した内容は、多くの反響があり、その成果は
当初の予想を超えるものであった。また、提
案した手法に基づいて実施した 2件の実証実
験では、具体的な導入事例や評価事例が得ら
れ、今後につながる成果となった。ただし、
マスター情報を進化させる枠組みについて
は、今後の課題とした。 
 
（４）全体のまとめ 
本研究が対象とするテーマは、知識創造の
主体である人間を含むシステムを対象とし
た工学として、非常に奥深いと同時に難しい
内容を含んでいる。現時点までに、まずは、
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自己組織化あるいはオートポイエシスによ
る挙動とその動作原理を、組織内での情報生
成と情報連携の視点からとらえることがで
きた。ただし、最終年度に若干取り掛かった
価値の問題、つまりシステムが外部（市場）
の要求に対応して生み出す付加価値をどの
ように扱うかについて、本研究の中では曖昧
なままである。 
なお、本研究では、エンタープライズモデ
ルの一部として、費用や収益など、原価計算
の要素を組み込んだ。従来の生産マネジメン
トの多くは企業内部で閉じていたため、各活
動の収益性に関する視点が弱かったが、生産
管理と原価計算のモデルを統合することで、
新しい管理会計の可能性を示した。また、こ
のアプローチは、製品やサービスの市場価格
と連動した議論が必要となり、マーケティン
グ等との統合の必要性も確認することがで
きた。 
 今後取り組むべき点としては、まずはこれ
までに明らかになった個別の内容や知見を
まとめることで体系的な理論化をさらに進
める必要がある。特に、本研究の３つの側面
を統合する概念を一度整理しておく必要が
あるだろう。そして同時に、今回は実施でき
なかったコストや価値といった概念を如何
にモデルの内部に取り込むかについても検
討を進めたい。そのためには、モノが持つ機
能としての価値ではなく、利用価値、あるい
は労役提供に対する価値など、サービス工学
的なアプローチを取り入れる必要があるだ
ろう。 
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